


















































































































































































































































































































































































































































































N 62 152 214




卸売業 16．1 19．1 18．2
小売 0．0 5．9 4．2
運輸通信 4．8 4．6 4．7
金融保険不動産 0．0 2．0 t4
サービス業 16．1 灘灘響麟締 26．2







































変　数 サンプル数 平　均 標準偏差 最　小 最　大
雇調金受給ダミー 214 0．29 0．45 0 1
組合ダミー 373 0．24 0．43 0 1
WLB度 373 24．87 1205 1 63
均等度 373 44．48 11．61 6 68
WLB効果点 373 4．05 4．88 0 26
建設業 373 0．09 0．29 0 1
製造業 373 0．31 0．46 0 1
卸売業 373 0．17 0．38 0 1
小売 373 0．06 0．24 0 1
運輸通信 373 0．04 0．19 0 1
金融保険不動産 373 0．05 0．21 0 1
サービス業 373 0．24 0．43 0 1
規模不明 373 0．03 0．18 0 1
301＋ 373 0．18 0．38 0 1
100－300 373 0．17 0．37 0 1
50－99 373 0．25 0．44 0 1
30－49 373 0．23 0．42 0 1
一29 373 0．17 038 0 1
図表3－5　雇調金受給のプロビット分析
雇調金受給ダミー 係　数 Z P＞lzl
WLB度 0．01 1．28 0，201
建設業 一1．42 一2．58 0．01
卸売業 一〇．47 一1．74 0．08
運輸通信 一〇．50 一1．1 0，271
サービス業 一〇．76 一3．01 0，003
規模不明 一〇．04 一〇．08 0，932
301＋ 0．84 1．95 0，051
100－300 0．41 1．03 0，303
50－99 0．47 1．42 0，155
30－49 0．73 2．17 0．03



































































































































































































































































































































































④制度なし 無回答 合計 ①＋②制度があるまたは
^用して
｢る
％ 17．5 2．7 2．7 73．4 3．7 100．0 20．2一時的な短
條ﾔ正社員 n 491 76 77 2062 105 2811 567
％ 4．0 3．0 2．6 85．7 4．7 100．0 7．0恒常的な短
條ﾔ正社員 n 113 83 73 2410 132 2811 196
％ 1．1 0．9 2．4 89．6 6．0 100．0 2．0パートタイ
}ー短時間




















































































































































































































































































































































9割程度 8割程度 7割程度 6割程度@以下
合計
％ 44．6％ 15．3％ 23．5％ 14．0％ 2．7％ 100．0％
一時的な短時間正社員
n 201 69 106 63 12 451
％ 30．6％ 14．4％ 24．4％ 16．3％ 14．4％ 100．0％
恒常的な短時間正社員
n 49 23 39 26 23 160
％ 20．9％ 20．9％ 34．9％ 14．0％ 9．3％ 100．0％パートタイマー短時間

























































































































































































売上高 1 一時的な短時間正社員制度 一〇．064 0，066 1776 0．0072
2 恒常的な短時間正社員制度 一〇．130 0，092 1757 0．0079
経常利益 3 一時的な短時間正社員制度 一〇．064 0，066 1776 0．0072
4 恒常的な短時間正社屓制度 一〇．125 0，092 1757 0．0079
女性正社員 5 一時的な短時間正社員制度 0，279 0，258 1847 0．1129




9 賃金決定基準が別建て：一時的な短時間正社員 一〇．590 0，982 390 0．19
10 賃金決定基準が別建て：恒常的な短時間正社員 0，088 0，892 145 0．0746
11 所定内賃金7割以下：一時的な短時間正社員 一〇．211 0，525 372 0．2163
12 所定内賃金7割以下：恒常的な短時間正社員 一〇．218 0，820 138 0．1081
13 目標管理の実施：一時的な短時間正社員 0，412 0，554 387 0．1926
14 目標管理の実施：恒常的な短時間正社員 一〇．289 0，959 142 0．0794
剛輸　競悼　繰、　”　　　　　　　　　　「 二　“　甚 ”
撚　　　＿，・聾…　　　　　灘繍 鞍懸，． 饗簿灘襟、篠 　r几、E霧　　　接
㍉凸b 5　耳 、　丁　　　　　．灘















N　庚η 霧’鰯’ウ　　　　　　　　　　　．、諦、「脳． 駕姪，　、 写ウ
20 制度利用実績：恒常的な短時間正社員 0．6819 0．4249 1911 0．2297
21 賃金決定基準が別建て：一時的な短時間正社員 0，277 1，041 390 0．3636
鰹櫨 縦「 蛛@　　　　　1騰 翻二羅η 鞍藝萎魏1耀　　　　　　　　　　　　　凸　　献梛ル鰯，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　試 ψ胸 匙　　　　㌔　　　　　　占　冊 ’難
還 所定内賃金7割以下：一時的な短時間正社員 　　’㌔黶Z．319 0，610
　　∠R72 03546
24 所定内賃金7割以下：恒常的な短時間正社員 0，658 0，891 138 0．2055
25 目標管理の実施：一時的な短時間正社員 0，846 0，582 382 0．3643
26 目標管理の実施：恒常的な短時間正社員 一〇．098 0，940 142 0．0586
占m @’昏、x　　湘　　冊　　　”㌔冨’㌔　㌔　エ’　・’
、灘 ’灘縫麟i羅懸難 難魏熱鱗爾 難 繍灘難騒難　・
28 仕事の内容や責任の変更：恒常的な短時間正社員 0，986 0，902 147 0．1856















32 制度利用実績：恒常的な短時間正社員 一〇．119 0，099 1812 0，011
33 賃金決定基準が別建て：一時的な短時間正社員 一〇．149 0，272 364 0．0271
34 賃金決定基準が別建て：恒常的な短時間正社員 一〇．243 0，205 139 0．0967
35 所定内賃金7割以下：一時的な短時間正社員 0，059 0，155 350 0．0308
36 所定内賃金7割以下：恒常的な短時間正社員 一α097 O，213 133 0．0957
37 目標管理の実施：一時的な短時間正社員 0．0550 0．1519 356 0．0308
翻、灘藝睡難縫鞭灘懸嚢、一 鱒麟 ・璽 壌 導鋤
　氾　モ・議照．
E欄灘、℃煎‘r 　　　　　　　　　　　　　　尾Aし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　受 灘
39 仕事の内容や責任の変更：一時的な短時間正社員 一〇．1426 0．1234 376 0．0254
40 仕事の内容や責任の変更：恒常的な短時間正社員 一〇．298 0，204 141 0．0857
続年数にプラスの効果をもたらす。特に、当該制度が利用されることにより、正社員全体の勤続
年数へ効果は制度が導入されただけに比べ係数の値が大きくなることから、その効果が高まると
いえる。Eaton（2003）は、　WLB施策を従業員が利用できると認識するようになるとコミットメ
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ントと生産性の両方にプラスの効果をもたらすとしているが、本分析結果はEaton（2003）と同様
の結果が得られたといえるだろう。
　恒常的な短時間正社員制度についても、制度の利用実績が伴うことによって女性正社員の勤続
年数を高める効果がある。正社員全体の勤続年数については、統計的に有意な結果は得られな
かったが係数の符号はプラスであることから、制度の導入および制度が利用されても定着が悪く
なることはないといえる。なお、両タイプの短時間正社員制度とも労働生産性に対しては有意な
結果を得られなかったが、これについても制度を利用しても労働生産性を下げることはないとい
えるだろう。
　人事管理については、恒常的な短時間正社員に対しては賃金をフルタイム正社員とは別建てで
行うことが正社員全体の勤続年数に、目標管理制度を適用することが労働生産性にそれぞれプラ
スの効果をもたらすといった結果が得られた。また、一時的な短時間正社員の仕事内容や責任を
変更することは、女性正社員の勤続年数と正社員全体の勤続年数に対してそれぞれマイナスの影
響を及ぼす。フルタイム勤務時の人事管理とほぼ変わらない一時的な短時間正社員に対しては、
働き方が変わっても仕事内容や責任を大きく変更しない方が人材の定着には効果的であるといえ
る。
　以上の結果から、正社員ルートの短時間正社員制度は、一時的および恒常的とも短期の売上高
や経常利益などの財務パフォーマンスに効果をもたらすとはいえないが、一時的な短時間正社員
制度は女性正社員と正社員全体の勤続年数に正の効果があり、その効果は制度の利用を通して高
まることが分かった。また、両タイプの短時間正社員制度の導入は労働生産性を高めることはな
いが、恒常的な短時間正社員に対しては、目標管理制度を適用することで労働生産性を高めるこ
とが可能であるといえる。目標管理制度とは、一定期間における各自の能力に見合った業務内容
と役割を定め、その達成に向けて各自が努力するものであることから、時間当たりの生産性が落
ちにくと考えられる。特に、恒常的な短時間正社員に対しては仕事内容や責任が変わる傾向がみ
られることや、自分のキャリアビジョンが見えにくくなると考えられる。こうした労働意欲の低
下防止策としても目標管理制度を用いながら短時間正社員制度を利用することは制度の効果を高
めることに役立つといえるだろう。
　（5）　ノ」寸舌
　本節のポイントは以下の3点である。
　第一に、正社員が一時的に短時間正社員となる一時的な短時間正社員制度は、短時間正社員制
度の主流であり、その導入率は2割強で大規模企業を中心に整備される傾向がある。恒常的な短
時間正社員制度は中小企業を中心に7％程度導入されている。パートタイマーから短時間正社員
になる制度は導入率が2％とさらに低く、中小企業での導入が多い。
　第二に、これらの制度が適用されている対象には特徴がある。一時的な短時間正社員制度は、
育児・介護事由や健康障害事由が主流である。恒常的な短時間正社員制度は、育児・介護、健康
障害にとどまらず、2割前後の企業が高年齢者の継続雇用事由、短時間正社員としての新規採用
事由、高能力・高意欲者の確保事由、優秀人材の確保・定着事由といった多様な事由が対象に
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なっており、労働者の諸事情を踏まえ、その能力を発揮させるために働き方の柔軟化をはかる手
段として活用されていると考えられる。また、パートタイマー短時間正社員についても、恒常的
な短時間正社員と同様に育児・介護事由、新規採用事由、高能力・高意欲者の確保事由、優秀人
材の確保・定着事由など対象は多様である。
　第三に、短時間正社員に対する人事管理については、一時的な短時間正社員は、賃金、目標管
理、昇進、異動、教育訓練などについて、フルタイム正社員と同等に扱われるケースが多いが、
恒常的な短時間正社員とパートタイマー短時間正社員は、フルタイム正社員とは異なる仕組みが
適用される傾向が強い。本節では、詳しく述べなかったが、近年、育児事由の短時間正社員制度
は適用期間が長期化する傾向がみられる。育児・介護休業法では「子が3歳に達するまで」の制
度整備を義務化しており、同期間までの短時間正社員制度を有する事業所が57．5％あるが、適用
期間が6年以上である事業所が35。6％、10年前後の制度っ適用を認めている事業所が8％程度と
なっている（18）。本調査からも明らかになったとおり、育児事由については「一時的」な制度利用
と想定している企業・事業所は多い。しかし、2人以上の子がいる場合、制度の利用期間は10年
以上となり、育児休業を挟むとさらに長期にわたってフルタイム勤務をしていない状態が続く。
その場合、はたして「一時的な」制度利用と言えるのだろうか。また、人事管理の方法として、
当該短時間正社員をフルタイム正社員と同一基準で管理するのが良いのだろうか。本節の（4）では
恒常的な短時間正社員制度を円滑に運営するために目標管理制度の適用が重要であることを明ら
かにしたが、制度利用が長期に及ぶほどキャリアビジョンを維持することが難しい。そのため、
目標管理を適切に行いながら、短時間正社員に仕事とそれ以外の生活における一定レベルを維持
できるよう、職場マネジメント者の管理が重要になってくると考えられる。
　今回の分析では、パートタイマー短時間正社員については、サンプル数が少ないことから経営
パフォーマンスへの影響を分析することはできなかった。しかし、WLB憲章でも謳われていると
おり、正社員以外の社員に安定した仕事を提供し経済的に自立させることは、WLB社会の実現に
不可欠な要素である。
　短時間正社員はWLB施策の中でも正社員の継続就労をサポートするだけでなく、正社員以外
の社員のキャリアアップのワン・ステップとしても重要である。これが円滑に運用され、企業の
みならず社会に定着することがわが国のWLB実現の鍵になると考える。
　5．まとめ
　Win－winに関する先行研究をみても、法レベルから企業レベルへ、そして職場レベルへの研究
と深化しようとしている。今回は、不況時における雇用調整助成金への対応と短時間正社員にし
ぼって、その大きな研究の流れに、ささやかな貢献をしようとした。前者からはWLBの取組みが
進んで着る企業ほど雇用を守ることがわかり、後者からは、短時間正社員の職場レベルでのポイ
ントが少なからず明らかになった。今後は、処遇などだけでなく、短時間正社員のキャリア・デ
ザインをどのように考えたらよいかを、ケーススタデイから深く考えることが必要だと思われ
る。
（18）厚生労働省「平成20年度雇用均等基本調査」
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次年度（2011年度）も同じテーマで、より広い対象とより深い分析を行う予定である。
　＊第3節は、文部科学省科学研究費2009年度基盤研究（B）「育児支援策が企業経営に及ぼす影
響に関する総合的研究」（代表：川口章同志社大学教授）に基づくものである。
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